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今月のお知らせ

【表１】介護保険負担限度額認定対象者の条件

１
生活保護受給者または老齢福祉年金受給者で、預貯
金額等が単身で１千万円以下、夫婦で２千万円以下

２
「前年の合計所得金額＋年金収入額」が80万９千円
以下で、預貯金額等が単身で650万円以下、夫婦で
1,650万円以下

３
「前年の合計所得金額＋年金収入額」が80万９千円
超120万円以下で、預貯金額等が単身で550万円以
下、夫婦で1,550万円以下

４
「前年の合計所得金額＋年金収入額」が120万円超で、
預貯金額等が単身で500万円以下、夫婦で1,500万円
以下

【表２】社会福祉法人等利用者負担軽減対象者の条件

課税等 市町村民税非課税世帯

収入
年間収入が単身世帯で150万円以下、世帯構成
員が１人増えるごとに50万円を加算した額以
下

預貯
金額等

預貯金額等が単身世帯で350万円以下、世帯構
成員が１人増えるごとに100万円を加算した額
以下

資産
日常生活で利用する資産以外に活用できる資産
がない（資産を活用しての収入があれば非該当）

扶養
負担能力のある親族に扶養（税扶養・健康保険扶
養）されていない

納税 介護保険料を滞納していない

他軽減
制度

介護保険負担限度額認定制度の認定を受けてい
る

安心して暮らし続けられるように
介護保険サービスの利用者負担を軽減

■介護保険負担限度額の認定

　介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院や
ショートステイを利用する際の食費と居住費（滞在費）を
軽減する制度です。

【対象者】市町村民税非課税世帯（別世帯に配偶者がいる
場合は、配偶者も非課税）で、【表１】の条件いずれか一つ
を満たす人
■社会福祉法人等利用者負担軽減

　社会福祉法人などで提供している通所介護、訪問介護、
短期入所生活介護、認知症対応型通所介護、地域密着型介
護老人福祉施設入所者生活介護、介護福祉施設などを利
用する際の食費や居住費（滞在費）などの自己負担額の４
分の１を軽減する制度です。

【対象者】【表２】の条件を全て満たす人
■申請手続き

　「介護保険負担限度額認定」、「社会福祉法人等利用者負
担軽減制度」は申請が必要です。また、７月31日までの認
定証を持っている場合は更新手続きが必要です。
　マイナポータル（ぴったりサービス）での電子申請も利
用できます。

【申請場所】福祉事務所長寿介護課、各総合支所市民課
※詳しくは、市公式ホームページを確認するか、問い合わ
せください

【問い合わせ】福祉事務所長寿介護課（介護給付係）
☎ 0220（58）5551
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国民健康保険税、後期高齢者医療保険料が改正
軽減対象所得と賦課限度額を見直し

【表１】軽減対象判定基準（国民健康保険税、後期高齢者医療保険料）

軽減割合 令和６年度　 令和７年度

７割軽減
所得≦43万円＋｛10万円×（給与所得者等（※１)
　　　　　　　　　　　　　の数－１)｝ 変更なし

５割軽減
所得≦43万円＋（29万５千円×被保険者（※２)の数)
　　　＋10万円×（給与所得者等の数－１)

所得≦43万円＋（30万５千円×被保険者（※２)の数)
　　　＋10万円×（給与所得者等の数－１)

２割軽減
所得≦43万円＋（54万5千円×被保険者（※２) の数)
　　　＋｛10万円×（給与所得者等の数－１)｝以下

所得≦43万円＋（56万円×被保険者（※２) の数)
　　　＋｛10万円×（給与所得者等の数－１)｝以下

※１「給与所得者等」とは、被保険者（※２）、世帯主（被保険者ではない人も含む）のうち、一定額を超える給与所得者と公的年金
等の支給を受ける人を指します
※２国民健康保険税の場合、特定同一世帯所属者（同じ世帯で国民健康保険から後期高齢者医療制度に移行した人）を含みます

　国の法令の一部改正に伴い、令和７年度から国民健康
保険税と後期高齢者医療保険料の「軽減対象所得」と「賦
課限度額」が変わります。
■軽減対象所得（国民健康保険税、後期高齢者医療保険料）

　世帯の合計所得が一定基準以下の場合、所得に応じて
均等割・平等割が７割、５割、２割の割合で軽減されます。
このうち、５割と２割の軽減基準を次のとおり見直し、対
象となる所得の範囲を拡大します。（【表１】参照）
■賦課限度額（国民健康保険税）

　国民健康保険税を構成する「医療保険分」「後期高齢者
支援金分」「介護保険分」の課税限度額のうち、医療保険分

と後期高齢者支援金分を次のとおり引き上げます。
▷医療保険分　65万円→66万円
▷後期高齢者支援金分　24万円→26万円
▷全体の賦課限度額　106万円→109万円

【問い合わせ】

▶国民健康保険税等の課税に関すること
総務部税務課（国民健康保険税係）☎ 0220（22）2163
▶国民健康保険制度に関すること
市民生活部国保年金課（保険給付係）☎ 0220（58）2166
▶後期高齢者医療制度に関すること
宮城県後期高齢者医療広域連合☎ 022（266）1021

令和６年度ジュニアミーティングの様子


